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1.はじめに 

 地球温暖化等の気候変動に伴う渇水や大雨の頻度増加が指摘されるようになり、経験したことのない災害

の発生、各種産業への影響等が懸念されている。特に沖縄県では、亜熱帯特有の高温多雨気候により、土砂

流出を受けやすく、農地から流出する赤土等は、水産業、観光業、サンゴ等の生息環境に影響を与えており、

1950年代頃から問題化しているが、未だ解決に至っていない。地球温暖化時代を見据え、長期的な視点で更

なる悪影響に備える持続的でかつ自立的に行える適応策が求められ、地域特有の適応策の計画といった新し

い政策的ニーズに応える研究が必要とされている 1)。 

 本論文では、まず沖縄県の気候変動について概観する。次に気候変動が赤土等流出リスクを増大させる懸

念や、これまでに沖縄県や宜野座村、地域の NPO団体、民間企業と勉強会の開催による情報収集や、地域へ

の情報提供、適応策研究と地域との関わり等について述べている。 

2.沖縄県の年平均気温と降雨特性の経年変化 

 内閣府沖縄総合事務局と沖縄県は、防災対策事業を一体的に実施するとともに、効率的な進度調整を図る

ために、図-1のように沖縄県を宮古・八重山圏域、沖縄本島中南部圏域、沖縄本島北部圏域の３つの圏域に

分割している 2)。各圏域に該当する気象庁の観測所（アメダス）2)の中で、測定期間の長い石垣島、那覇、名

護の観測所について、図-2に年平均気温、図-3に時間雨量 50mm以上の年間発生日数の経年変化を示す。図

-2 から、3 観測所ともに経年変化に伴い、年平均気温の上昇傾向がみてとることができる。図-3 には、3 観

測所の大雨の頻度合計の 10 年移動平均を示しているが、2001 年以降増加傾向にあることがみてとれる。こ

のことから、沖縄県の長期的な豪雨頻度の増加を想定し，備えておくことが肝要とおもわれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.気候変動が赤土等流出に与える影響に関する一考察 

 気候変動に伴い、渇水や大雨の頻度が増加するといわれている。

このことは、降雨イベントが極端化することを表している。気候変

動に伴い、長雨の回数が減り、短期集中型の降雨が増えることが想

定される。図-4 は沖縄県国頭郡東村で採取した国頭マージを用いた

水平浸潤試験から算出 3)した土壌浸透能、東村のアメダスを参照し、 
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図-1 圏域区分 2) 図-2 年平均気温 2) 図-3 大雨の頻度の変動 2) 
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図-4 降雨イベントと表流水の発生 3) 
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インターネット

現地設置パソコン

情報の共有
jiban3378.iobb.net

・雨量 ・気温
・気圧 ・日照
・湿度 ・風速
・土壌水分 etc

観測項目

無線センサ

リアルタイム

例：土壌水分

荒木ら（２０１２）：土木学会論文集G（環境），「九州の亜熱帯化と亜熱帯地域での土壌侵･･･

豪雨（最大時間雨量を記録した降雨）と長雨（最大日雨量を記録した降雨）の時系列変化を示している。こ

の図より、長雨時は土壌浸透能を下回り地盤浸透する可能性が高いといえるが、豪雨時は土壌浸透能を上回

り表流水が発生する可能性がある。すなわち、気候変動に伴い降雨イベントの変化が起これば、赤土等流出

リスクを増大させる懸念がある。長期的計画の立案には、将来的な大雨の頻度予測が不可欠と考えられる。 

3.地域と連携して長期的な赤土等流出問題に備える取り組み 

 赤土等流出問題勉強会を企画し、3 年に渡り沖縄県や宜野座村、地域の NPO 団体、民間企

業と情報交換を行ってきている（写真-1）。この結果、沖縄県環境生活部環境保全課の最新（平

成 23年度）の調査によれば、赤土等の総流出量は 30万トン/年で、そのうち 86%が農地を 

流出源としているとのことであった。また、昨今の赤土等流出問題における沖

縄地方の動向は、沈砂池に堆積した赤土の農地への再利用化や自然環境保全に

配慮した農業活性化支援事業（沖縄県農林水産部営農支援課）など、農業と赤

土等流出対策事業が連携して取り組む仕組みづくりが主として進められてい

ることがわかった。 

 一方、沖縄県、宜野座村、地域

の NPO団体、民間企業の協力を得

て、宜野座村の農地に適応策効果

把握のための現地実験圃場を設営 

した（写真-2）。当該圃場では、グリーンベルト、敷き草や敷き砂、堆肥

混入、微生物散布、耕作放棄地（雑草）、無体策（裸地）の赤土流出量 

を計測している 4)、5)。加えて、図-5のようなインターネットを通じてリアルタ

イムで気象・土壌水分をモニタリングできる情報共有型のシステムを導入した。

本システムにより、インターネットを通じて携帯メール等により農家等に情報

提供でき、意識啓発に資することができると考えている。 

 図-6 は、このような適応策研究と地域との関わりを示している。沖縄県の

開催する赤土等交流集会で講演する 6)、7)など研究成果の地域への還元を随時

進めているが、今後、WEB 利用等 8)を本格化し、一層成果還元していきたい。 
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写真-1 勉強会の開催 

図-6 適応策研究と地域の関わり 

写真-2 適応策効果把握の現地実験 

図-5 地域への意識啓発と観測システム 
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